
＜別 紙＞ 

 

 公契約条例に関する遵守事項（特定公契約以外用） 

 

 

 本業務を受注しようとする者は、この遵守事項を理解した上で受注すること。 

 

１ 奈良県公契約条例の趣旨にのっとり、公契約の当事者としての社会的責任を

自覚し、本業務を適正に履行すること。 

 

２ 本業務の履行に当たり、次に掲げる事項その他の法令を遵守すること。 

ア 最低賃金法第４条第１項に規定する最低賃金の適用を受ける労働者に対

し、同法第３条に規定する最低賃金額（同法第７条の規定の適用を受ける労働

者については、同条の規定により減額して適用される額をいう。）以上の賃金

（労働基準法第 11 条に規定する賃金をいう。）の支払を行うこと。 

イ 健康保険法第 48 条の規定による被保険者（同法第３条第４項に規定する任

意継続被保険者を除く。）の資格の取得に係る届出を行うこと。 

ウ 厚生年金保険法第 27 条の規定による被保険者（同条に規定する 70 歳以上

の使用される者を含む。）の資格の取得に係る届出を行うこと。 

エ 雇用保険法第４条第１項に規定する被保険者について、同法第７条の規定

による届出を行うこと。 

オ 労働保険の保険料の徴収等に関する法律第４条の２第１項の規定による届

出を行うこと。 

 

３ 本業務の一部を、他の者に請け負わせ、若しくは委託し、又は本業務の履行に

他の者が雇用する労働者の派遣を受けようとするときは、当該他の者に対し、こ

の遵守事項を周知し、遵守するよう指導すること。 

 

 

 

 

契約での注意事項 

 
（一括再委託の禁止） 

 受注者は、この契約に係る履行の全部または発注者が設計図書等で指定した主要な部分

を第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。 
２ 受注者は、業務の一部を第三者に委任し、又は請け負わせようとするときは、

あらかじめ書面により発注者の承諾を得なければならない。 
３ 前２項の規定に関わらず、緊急その他やむを得ない事情があると発注者が認め

るときは、業務の全部または一部を第三者に委任し、又は請け負わせることがで

きる。この場合において、当該発注者に対する書面による承諾は、事後によるこ

とができる。 
４ 発注者が指定または認める軽微な部分を委任し、又は請け負わせようとすると

きは、承諾を要しないものとする。 
５ 受注者は、再委託する場合には、再委託先にも本契約を遵守させるものとする。

再委託先の行為は受注者の行為とみなし、受注者は、再委託先の行為について、

発注者に対し全ての責任を負う。本項に基づく受注者の責任は本契約終了後も有

効に存続する。 

６ 受注者は、再委託する場合には、受注者が本契約を遵守するために再委託先と

書面で約定しなければならない。  

 


